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徳島県では、少子化や人口減少による社会環境の変化、国の動向、「徳島県男女共同参画基本
計画 (第1次：H19～23/第2次：H24～28/第3次：H28～H30/第4次：R1～R4）」に基づくこ
れまでの施策の効果と課題を踏まえ、男女共同参画社会の実現に向けた各種施策を総合的か
つ計画的に推進するため、「徳島県男女共同参画基本計画（第５次）」を策定しました。

●男女共同参画社会基本法第14条及び徳島県男女共同参画推進条例第８条に基づく基本計画
● 女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活躍推進法）第６条に基づく都道府

県推進計画

令和５年度から令和８年度までの４年間

徳島県における人口推移と人口推計
本県の人口は、減少傾向にあり、将来的にも減少を続け、15歳以上64歳未満の生産年齢人口
も減少していく一方で、65歳以上の高齢者人口の総人口に占める割合は、上昇し続ける見込
みです。

 出生数と合計特殊出生率の低下
本県の2022年（令和4年）の出生数は、1965年（昭和40年）に比べると約3分の1に減少し、人
口規模を保つのに必要とされる水準を大きく下回っています。

人口流出の状況
2022年（令和4年）の本県における人口の「転出超過」数は、「20歳～24歳」人口の「転出超過」数
が全体の55.8％となっています。その内訳は、女性が約７割を占め、大学等卒業後の就職を
機として、女性の転出超過が多い傾向となっています。

計画の策定にあたって

計画策定の趣旨

計画の性格

計画期間

計画策定の背景

社会環境の変化
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女性の就労・雇用をめぐる状況

女性の労働力
女性の就業状況について、出産・
育児期に労働力が低下するいわ
ゆ る「M字 カ ー ブ」の 深 さ は、
年々浅くなっており、本県は全
国に比べてもカーブは緩やかで
25～44歳で退職する女性の割
合は低いと言えますが、男性に
比べると大きな差があります。
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雇用に占める非正規雇用の
割合

女性は男性に比べ、非正規雇用
の占める割合が非常に高い状態
です。本県では、女性の雇用者
に占める正規職員の割合が全国
より高くなっていますが、男性
と比較すると非正規職員の割合
が高い状況です。
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男女間賃金格差
男性と女性の給与額を比較する
と女性の給与額は男性の約7割
程度で推移しています。本県は、
全国と比べると格差が少ない状
況と言えますが、令和３年では、
男性の給与額に対して、女性は
78.7％の割合となっており、
格差が生じています。

296.2296.2
295.4295.4 302.3302.3 292.5 292.5 303.5 303.5 297.0 297.0 295.9 295.9 

233.7233.7
227.4227.4 226.5226.5 226.5 226.5 233.3 233.3 233.3 233.3 232.9 232.9 

72.2 72.2 
73.0 73.0 

73.4 73.4 

73.3 73.3 
74.3 74.3 74.3 74.3 

75.2 75.2 

78.9 78.9 77.0 77.0 

74.9 74.9 

77.4 77.4 
76.9 76.9 

78.6 78.6 

78.7 78.7 

66

68

70

72

74

76

78

80

0

100

200

300

400

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

所定内給与額の男女間格差

男性(徳島県） 女性(徳島県） 男女間格差（全国） 男女間格差（徳島県）

（千円） （％）

総務省「令和２年国勢調査」

総務省「令和２年国勢調査」

厚生労働省「賃金構造基本統計調査」



3

女性の参画状況

審議会等委員の女性比率
本県の審議会等委員に占める女
性の割合は、平成26年度から5
割以上を維持しており、全国
トップクラスとなっております
が、県内市町村における審議会
等委員に占める女性の割合は、
全国平均に近い状況で推移して
います。
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管理職の女性比率
本県の管理職に占める女性の割
合は、平成23年4月1日現在で
は5.2％でしたが、令和4年4月
1日現在には、全国平均を上回
る15.2％となっています。 5.2％
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女性に対する暴力の状況

こども女性相談センター 
相談状況

県内のこども女性相談センター
（中央・南部・西部）における相
談件数は、3,000件程度で推移
しており、その内、DV関連の
相談件数は、全体の60％程度
を占めています。
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県民の意識

男女の地位の平等感
徳島県が実施している意識調査
の結果によると、様々な場面で、
男女の地位の平等感について、
男性の方が「非常に優遇されて
いる」、「どちらかと言えば優遇
されている」と回答した割合が、

「社会通念、慣習等」「政治の場」
で約9割、「職場」で約7割となっ
ており、依然として「男性優位」
の意識が強いことがうかがえま
す。
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徳島県男女参画・人権課調べ

徳島県「令和４年男女共同参画に係る意識調査」

内閣府男女共同参画局調べ

内閣府男女共同参画局調べ



4

　多様な生き方・働き方を実現できる誰もが輝く社会の創造

　誰もが個性に応じて活躍し、
　　多様性が受容されるダイバーシティ社会が創り出されている

● 年齢や性別、国籍、障がいの有無に関わらず、多様な個性や価値観が大切にされ、自立し
ながら支え合い、一人ひとりが居場所を持つことで、いきいきと活躍する社会が形成され
ています。

● 性別に関わらず、様々な分野での活躍やキャリアアップが可能となり、また、育児や介護
に携わることが当たり前となるなど、家庭でも職場でも、男女が互いに尊重し合いながら、
個性と能力を十分に発揮できる社会が形成されています。

● 我が国は、「ジェンダー・ギャップ（男女格差）指数（2023）」において146か国中125位と先
進国の中では、最低水準です。

● 「とくしまｅーモニターアンケート」では、男性の方が「非常に優遇されている」または「どち
らかと言えば優遇されている」と考える人の割合が、64.6%にのぼっています。

● 上記の現状を踏まえ、第５次計画においては、男女間の格差の解消に重点を置き、各種施
策を展開することとしています。

　 なお、施策の推進に当たっては、仕事と家庭生活の両立等に関して、本人の意思が尊重さ
れるべきものであることに配慮することとします。

本県のめざすべき姿

基本目標

めざすべき将来像

第５次計画の重点方針
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Ⅰ  

あ
ら
ゆ
る
分
野
で
女
性
が
活
躍
で
き
る
基
盤
づ
く
り

１  女性の職業生活における 
活躍を推進するための支援

２  多様な働き方の創出による 
女性の活躍推進

３  仕事と生活の調和を図る 
ために必要な基盤の整備

４  政策・方針決定過程への 
女性の参画拡大

(1) 多様な就業ニーズを踏まえた雇用環境等の整備促進
(2) 女性のキャリアアップに対する支援、デジタル人材の育成
(3) 男女間賃金格差への対応
(4) 起業・創業への支援
(5) 女性の参画が少ない分野での活躍促進
(6) 職場におけるハラスメントの防止対策の推進

(1) テレワークの一層の普及など、多様で新しい働き方の創出
(2) 働き方改革の推進

(1) ワーク・ライフ・バランスの普及・促進
(2) 多様なライフスタイルに対応した子育てや介護の支援策の充実
(3) 男性の育児休業取得等の推進

(1) 政策・方針決定過程への女性の参画促進
(2) 男女共同参画を推進するグローカル人材の養成

Ⅱ　
安
全
・
安
心
に
暮
ら
せ
る
環
境
づ
く
り

５  女性に対する 
あらゆる暴力の根絶

６  生活上の困難を抱える 
女性等への支援

７  生涯にわたる健康づくり 
への支援

８  防災・事前復興における 
男女共同参画の推進

(1) 配偶者等からの暴力の防止及び被害者支援
(2) 性犯罪・性暴力・AV出演被害対策の推進・強化及び被害者支援
(3) ストーカー行為等への対策の推進・強化
(4) 加害者の再犯防止に関する取組

(1) ひとり親家庭等への支援
(2) 若年者の妊娠等への支援
(3) 困難な問題を抱える女性に対する支援体制の整備

(1)  男女共同参画と医療・健康・スポーツ、ライフステージに
応じた女性の健康保持

(2) 妊娠・出産等に関する健康支援

(1)  男女共同参画の視点に立った防災・事前復興
(2)  男女共同参画の視点に立った避難所運営等の確立

Ⅲ　

 

地
域
で
と
も
に
支
え
合
う
社
会
づ
く
り

９  男女共同参画の 
推進に向けた意識啓発

10  男女共同参画の視点に 
立った教育・学習の充実

11  地域社会における 
男女共同参画の推進

12  誰もがいきいきと輝く 
ダイバーシティ社会の実現

(1) 男女共同参画に関する広報・啓発の推進
(2) 男性にとっての男女共同参画の推進
(3) 総合相談体制の充実・強化

(1) 人権尊重と男女平等を推進する教育・学習の充実
(2) 子どもにとっての男女共同参画の推進

(1) 地域における男女共同参画の推進
(2) 地方創生の推進と男女共同参画
(3) 環境保全への寄与

(1) 高齢者・障がい者・外国人等が安心して暮らせる社会づくり
(2) 多様な人権尊重

基　
　
　
　
本　
　
　
　
方　
　
　
　
針

  (1) 県の推進体制の充実
  総合的な推進体制の整備 (2) 男女共同参画総合支援センター「ときわプラザ」を核とした男女共同参画の推進
 (3) 県民、事業者、市町村、NPO等との連携
 (4) 施策に関する申出の処理の円滑化

主　要　課　題 推　進　方　策

 ※主要課題１、２、３については、女性活躍推進法に基づく都道府県推進計画

推進計画※

計画の体系
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男女の働き方や暮らし方、意識を見直し、共に仕事と生活を両立できる環境を整備すること
を通じて、すべての女性が自らの意思に基づき、個性と能力を十分に発揮し、あらゆる分野
において活躍できる基盤づくりをめざします。

（１） 多様な就業ニーズを踏まえた雇用環境等の整備促進
　・女性活躍推進法に基づく「一般事業主行動計画」の策定を支援
　・男女共同参画や次世代育成に積極的に取り組む企業を認証・表彰 
　・ 男女雇用機会均等法や女性活躍推進法等の周知による気運醸成により、企業に 

対する働きかけや、ニーズを踏まえた施策を実施

（２） 女性のキャリアアップに対する支援、デジタル人材の育成
　・女性のライフステージに合わせたリカレント教育及びリスキリング支援を実施

（３） 男女間賃金格差への対応 
　・ 非正規雇用労働者の正規化への促進や専門的なスキルの習得支援等により、女性

の経済的自立を積極的に促進

（４） 起業･創業への支援
　・起業に向けた実践的な講座を開催
　・コーディネーターによる相談体制の整備や低利融資制度等による支援を推進

（５） 女性の参画が少ない分野での活躍促進
　・ 農林水産分野での６次産業化に向けた研修会や各種交流会を開催し、新たな産業

創出につながる取組などを支援
　・建設産業の魅力発信や、キャリアモデルとなる人材の育成・交流を促進
　・スポーツ分野で結婚や出産後も活躍できるよう支援体制や環境づくりを推進

（６） 職場におけるハラスメントの防止対策の推進
　・啓発・広報により、働きやすい職場環境づくりを促進
　・充実した労働相談体制を確保 

成 果 目 標（項目） 現　況　値
（２０２１年度）

目　標　値
（２０２６年度）

女性の再就職や就労を支援する講座等における就業率 ５６％ ６０％
女性の創業に対する事業計画等の認定件数（累計） １６５件 ２３７件
次世代女性農業経営リーダー養成数（累計）［新規］ ５２人 ７７人

基本方針Ⅰ  あらゆる分野で女性が活躍できる基盤づくり

主要課題１  女性の職業生活における活躍を推進するための支援【推進計画】
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（１） テレワークの一層の普及など、多様で新しい働き方の創出
　・ テレワークの普及やフレックスタイム制の導入などにより、多様で新しい働き方

を創出
　・ サテライトオフィス誘致を促進するとともに、コワーキングスペースを核とした

ビジネス創出を支援

（２） 働き方改革の推進
　・長時間労働の是正をはじめとした労働時間の見直しなど、労働環境の整備を支援

成 果 目 標（項目） 現　況　値
（２０２１年度）

目　標　値
（２０２６年度）

県の支援により、県内でテレワークを実施する事業所数 
（トライアル実施を含む）（累計） １２８事業所 １７５事業所 

サテライトオフィス進出企業数（累計）[新規] ８６社 １１０社

（１） ワーク・ライフ・バランスの普及・促進
　・経営者や管理職をはじめ、すべての人の意識啓発を図る講習会等を開催
　・年次有給休暇の取得促進等に向けた啓発を実施 

（２） 多様なライフスタイルに対応した子育てや介護の支援策の充実
　・県民、企業、行政が連携して様々な子育て支援等を展開
　・各種行政手続におけるオンライン化を推進し、利便性の向上や負担を軽減 

（３） 男性の育児休業取得等の推進
　・男性の育児休業の取得促進など、男女の家庭・地域生活と職業生活との両立を支援
　・子育て支援などに積極的な企業 ・団体を認証・表彰 

成 果 目 標（項目） 現　況　値
（２０２１年度）

目　標　値
（２０２６年度）

保育所等の待機児童数 ２３人 ０人 
未就学児も入場可能な公演の開催回数（累計）［新規］ － １２回

「はぐくみ支援企業」認証事業所数（累計） ２８５事業所 ３８０事業所
県内企業における男性の育児休業取得率［新規］ － ３０％ 

主要課題２　多様な働き方の創出による女性の活躍推進【推進計画】

主要課題３　仕事と生活の調和を図るために必要な基盤の整備【推進計画】
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（１） 政策・方針決定過程への女性の参画促進
　・ 女性活躍推進法に基づく「特定事業主行動計画」 を策定するなど、女性職員の一層

の職域拡大を図り、意欲と能力のある女性職員を積極的に管理職へ登用
　・ あらゆる分野における政策・方針決定過程への女性の参画が進むよう、各種関係

機関に対し積極的に情報提供
　・人材の発掘と育成・啓発により、女性活躍のすそ野を拡大 

（２） 男女共同参画を推進するグローカル人材の養成
　・ 女性のエンパワーメントを促進し、幅広い分野においてリーダーとして活躍でき

る人材を養成 
　・ 次代を担う若い女性の人材を育成

成 果 目 標（項目） 現　況　値
（２０２１年度）

目　標　値
（２０２６年度）

県職員の女性管理職の割合 １６．２％ ２２．０％
男性県職員の育児休業取得率 ３１．８％ １００％
県審議会等委員に占める女性の割合 ５６．８％ ５７％

「とくしまフューチャーアカデミー」修了者数（累計） １３５人 ２６０人

主要課題４　政策・方針決定過程への女性の参画拡大



9

男女共同参画社会を実現していくために、あらゆる暴力の根絶に向けた取組を進めるととも
に、 健康で安心して生活することができる環境づくりを進めます。

（１） 配偶者等からの暴力の防止及び被害者支援
　・関係機関と連携し、被害者やその子どもの状況に応じた迅速かつ的確な支援を提供
　・民間団体の育成、活動の活性化及び先進的取組を推進
　・「ストップDV！強化推進月間」等に広く普及・啓発を実施
　・デートDVの防止など若年層対象の啓発を実施

（２） 性犯罪・性暴力・ＡＶ出演被害対策の推進・強化及び被害者支援
　・性犯罪の取締り、未然防止に向けた取組を推進・強化
　・インターネットやＳＮＳ等を活用した相談支援内容の広報啓発を実施
　・性暴力被害者支援に精通した心理士の養成研修を実施
　・ 若年層のAV出演被害拡大防止に向けて、適切な被害者対応を図り、取締りを強力

に推進

（３） ストーカー行為等への対策の推進・強化 
　・  凶悪犯罪に発展するおそれのある事案について広く相談に応じ、必要に応じて、 

助言・指導を実施
　・関係法令などを厳正に適用し、適正かつ強力な取締りを推進
　・ 被害者への適切な対応を図るとともに、関係機関等と連携し、心身の状況に応じ

た適切な支援を実施

（４） 加害者の再犯防止に関する取組
　・ストーカーや配偶者暴力に係る情報管理を充実・強化
　・精神医学的なアプローチを活用

成 果 目 標（項目） 現　況　値
（２０２１年度）

目　標　値
（２０２６年度）

「ＤＶ被害者自立支援サポート事業」による助成件数（累計） ４３件 ５８件
「ＳＴＯＰ！ＤＶサポーター」数（累計） ２２，０４５人 ３２，０００人
警察官に占める女性の割合 １０．０％ １２．０％

基本方針Ⅱ　安全・安心に暮らせる環境づくり

主要課題５　女性に対するあらゆる暴力の根絶
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（１） ひとり親家庭等への支援
　・相談・支援体制の充実・強化を推進
　・子どもへの学習支援や就職支援を推進

（２） 若年者の妊娠等への支援
　・本人の意思に沿わない若年の妊娠を防止
　・貧困の世代間連鎖を断ち切るための適切な支援を実施

（３） 困難な問題を抱える女性に対する支援体制の整備 
　・   困難な問題を抱える女性への支援の実施に関する基本計画を策定
　・支援調整会議の設置等、各種施策を計画的に実施

成 果 目 標（項目） 現　況　値
（２０２１年度）

目　標　値
（２０２６年度）

「ホームフレンド」派遣回数（年間） ２９回 ８０回
子どもの居場所づくりアドバイザー数（累計）［新規］ － ４０人
子ども・若者地域協議会及び支援者養成講習参加者数（年間） ２３９人 ２５０人
支援調整会議（仮称）の設置［新規］ － 設置

主要課題６　生活上の困難を抱える女性等への支援
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（１）  男女共同参画と医療・健康・スポーツ、ライフステージに応じた 
女性の健康保持

　・ライフステージごとの課題に応じた包括的な支援を実施
　・性別に配慮した医療体制の整備を促進
　・健康教育、相談等の実施やスポーツを促進

（２） 妊娠・出産等に関する健康支援
　・妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援体制を確保
　・安心・安全で健やかな妊娠 ・出産、産後を支援
　・不妊・不育に悩む男女に対し、専門相談や情報提供などを実施

成 果 目 標（項目） 現　況　値
（２０２１年度）

目　標　値
（２０２６年度）

成人の週１回以上のスポーツ実施率 ６５．５％ ７４．０％

徳島県の自殺死亡率（人口１０万人当たりの自殺者数） １５．４ １３．０以下
（１３．０以下を継続）

若年層対象のライフプラン研修会等の参加人数（累計）［新規］ ６０９人 ３，６００人

（１） 男女共同参画の視点に立った防災・事前復興
　・男女共同参画の視点に立った防災に関する知識を普及
　・地域におけるリーダーを養成
　・女性消防職員の活躍推進や女性消防団活動の活性化を促進

（２） 男女共同参画の視点に立った避難所運営等の確立
　・市町村や関係者への周知・啓発を推進

成 果 目 標（項目） 現　況　値
（２０２１年度）

目　標　値
（２０２６年度）

「県防災会議」の女性委員の割合 ４７．５％ ５０％以上
外国人向け防災研修会参加人数（年間） ２１３人 ３００人

主要課題７　生涯にわたる健康づくりへの支援

主要課題８　防災・事前復興における男女共同参画の推進
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地域の人々が、性別、年齢、障がいの有無等、互いの多様性を理解し合い、尊重するとともに、 
一人ひとりの能力を十分に発揮して、生き方を選択することができるダイバーシティ社会の
実現をめざします。

（１） 男女共同参画に関する広報・啓発の推進
　・ インターネットや広報誌など多様な媒体の活用や講演会・研修等の開催など、あ

らゆる機会をとらえ、広報・啓発を促進
　・  固定的な性別役割分担意識やアンコンシャス・バイアス（無意識の思い込み）の解

消に向けた効果的な普及啓発を推進

（２） 男性にとっての男女共同参画の推進
　・ 男女共同参画の推進は、男性にとっても生きやすい社会をつくることであること

への理解を促進
　・男性の家事・育児・介護への参画を促進
　・男性を対象とした相談窓口を周知

（３） 総合相談体制の充実・強化 
　・  関係機関との連携強化により相談機能を充実
　・各種相談窓口を広報
 

成 果 目 標（項目） 現　況　値
（２０２１年度）

目　標　値
（２０２６年度）

「男女共同参画社会」という用語の周知度 ８１．８％ １００％
男女の地位が平等だと思う人の割合（６分野の平均） ２４．１％ ５０％

（１） 人権尊重と男女平等を推進する教育・学習の充実
　・男女共同参画総合支援センター「ときわプラザ」や人権教育啓発推進センター
　　「あいぽーと徳島」等における学習機会を充実

（２） 子どもにとっての男女共同参画の推進
　・ 児童生徒の発達段階に応じ、人権尊重を基盤としたジェンダー平等意識の育成を

図るための教育を充実
　・学校、家庭、地域が連携し、 地域ぐるみで教育に取り組む環境づくりを推進

成 果 目 標（項目） 現　況　値
（２０２１年度）

目　標　値
（２０２６年度）

人権講演会等への参加者数（累計）［新規］ ９，６２７人 ６０，０００人
「フレアキャンパス」受講による男女共同参画に向けた 
活動の実践意欲向上度 ８２％ ８５％以上

基本方針Ⅲ　地域でともに支え合う社会づくり

主要課題９　男女共同参画の推進に向けた意識啓発

主要課題10　男女共同参画の視点に立った教育・学習の充実
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（１） 地域における男女共同参画の推進
　・ボランティア活動、ＮＰＯ等の様々な分野で男女共同参画を推進
　・地域ぐるみで子育て等に取り組む社会づくりを推進

（２） 地方創生の推進と男女共同参画
　・ 地域活動リーダーとなる人材の養成や地域おこし・まちづくりへの参画の支援を

通じて、 男女共同参画の視点から地方創生を推進

（３） 環境保全への寄与 
　・地球規模での環境の保全に視野を広げ、日常生活や経済活動の見直しを促進
 

成 果 目 標（項目） 現　況　値
（２０２１年度）

目　標　値
（２０２６年度）

「フレアキャンパス」の地域出前講座数（累計） ３９０件 ５２０件
「男女共同参画立県とくしまづくり表彰」における団体等
の表彰件数（累計） ３９件 ５０件

「エコみらいとくしま」で実施する実践活動の回数（累計） １２６回 ２００回

（１） 高齢者・障がい者・外国人等が安心して暮らせる社会づくり
　・高齢者や障がい者の自立と社会参加を促進
　・外国人との相互理解や共生を推進
　・ 女性であることで複合的に困難な状況におかれている人々が安心して暮らせるため

の取組を推進

（２） 多様な人権尊重
　・ 社会の変化の中で生じる新たな人権問題に対しての理解と認識を深化

成 果 目 標（項目） 現　況　値
（２０２１年度）

目　標　値
（２０２６年度）

「とくしまデジタル支援員」 が講師を務めるスマホ体験
教室の参加者数（累計）［新規］ － １，５００人

(2022年度からの累計)

とくしま特別支援学校技能検定「審査員認定教員（主査・
副査）」 の新規認定者数（累計） ９４人 １５０人

民間企業の障がい者雇用率 ２．２６％ ２．５％
とくしま外国人支援ボランティア登録者数 ３６８人 ４３０人

パートナーシップ宣誓制度の導入［新規］ － 導入 
(2024年度)

主要課題11　地域社会における男女共同参画の推進

主要課題12　誰もがいきいきと輝くダイバーシティ社会の実現



14

（１） 県の推進体制の充実
（２） 男女共同参画総合支援センター「ときわプラザ」を核とした男女共同参画の推進
（３） 県民、事業者、市町村、ＮＰＯ等との連携
（４） 施策に関する申出の処理の円滑化

総合的な推進体制の整備

「徳島県男女共同参画基本計画（第５次）」の全文

徳島県未来創生文化部男女参画・人権課
〒770-8570 徳島市万代町１丁目１番地
TEL 088-621-2177　 FAX 088-621-2844

ときわプラザ（徳島県立男女共同参画総合支援センター）

男女共同参画推進本部

各部局が連携し、「男女共同
参画社会」の実現に向け、
総合的、計画的に施策を推進

国・市町村

情報共有
施策の推進

男女共同参画会議

男女共同参画に
関する重要事項の
調査・審議

働く女性応援
ネットワーク会議
（女性活躍推進法に基づく
「協議会」として位置づけ）

「推進計画」に係る
施策の効果検証

県民・事業者
・NPO等

連携・協働

ときわプラザ
（男女共同参画総合支援センター）

徳島県

　県は、全庁的な推進体制により、国、市町村、県民の皆様、事業者、NPO等との連携、
協働により、総合的かつ計画的に施策を推進していきます。



令和５年10月
徳　島　県
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